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第１章 方針策定に係る基本的な事項 

 

１ 目的 

市町村が運営する国民健康保険は、被用者保険の加入者などを除く、全ての者を被保

険者とする公的医療保険制度であり、国民皆保険における最後の受け皿となっています。 

しかし、小規模の保険者が多く財政が不安定になりやすいこと、過疎化により小規模

の保険者の増加が見込まれること、被保険者の年齢構成や所得分布の差が大きいこと、

医療機関の偏在により医療給付の格差を生じていることなど、構造的な問題を抱えてい

ました。 

また、被保険者の視点に立てば、保険給付は全国共通であるにもかかわらず、保険料

（税）は、市町村ごとに異なり、不公平感が生じています。これは、上記の構造的な要

因に加え、市町村ごとに保険料（税）の算定方法が異なること、保健事業や医療費適正

化対策の取組に違いがあること、一般会計からの法定外繰入金などに起因するものです。 

こうした問題に対して、国、都道府県及び市町村の公費投入による保険財政の安定化

や保険料（税）の平準化とともに、国民健康保険事業の共同実施により、効率化・広域

化が図られてきたところですが、十分とはいえない状況でした。 

このような課題を改善するため、国は、国民健康保険への財政支援の拡充により財政

基盤を強化するとともに、2018(平成30)年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の

責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業運営において中心的な役割を果たし、

市町村とともに国民健康保険の運営を担うこととなりました。 

このため、県が市町と一体となって国民健康保険を運営するに当たり、財政運営、資

格管理、保険給付、保険料率の決定、保険料（税）の賦課・徴収及び各種保健事業など

を共通認識の下で実施するとともに、事業の広域化や効率化を推進できるよう、2018(平

成30)年２月５日に「山口県国民健康保険運営方針」（以下「第一期運営方針」という。）

を策定したところです。 

この度、第一期運営方針の対象期間が満了となることから、第一期運営方針を見直し、

2024(令和６)年度以降においても、国民健康保険制度の「望ましい均てん化」や県と市

町の一体的な運営の更なる深化を図るため、「第二期山口県国民健康保険運営方針」を策

定するものです。 

 

２ 根拠規定 

本方針は、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２の規定に基づき、県が

定めるものです。 

 

３ 策定年月日  

2024(令和６)年３月28日     

 

４ 対象期間 

2024(令和６)年度から2029(令和11)年度までの６年間とします。 

また、中間年である2027(令和９)年に見直しを行います。 
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５ ＰＤＣＡサイクルの実施 

県は、本方針に基づき国民健康保険事業を実施するに当たり、県及び各市町の取組を

継続的に改善していくこととします。 

具体的には、毎年度実施する市町に対する指導・助言等の機会を活用して、事業の実

施状況を定期的に把握・分析し、検証するなど、いわゆるＰＤＣＡサイクルを循環させ

ることに取り組み、必要に応じ、市町への指導・助言を行っていきます。 
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第２章 市町国民健康保険の現状及び将来の見通し 

 

１ 市町国民健康保険の現状 

(1) 被保険者の状況 

2021(令和３)年度現在、被保険者数は約27.5万人で、本県の全人口の約21％を占め

ています。また、被保険者の年齢階層別の分布を見ると、構成比は年齢が上がるほど

高くなる傾向があり、本県の場合、前期高齢者（65歳以上75歳未満）の割合は56.8％

と全国より約11ポイント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯主の職業状況を見ると、本県及び全国ともに「無職」「被用者」「その他自営業」

の順で多く、本県の場合、「無職」の割合は47.4％と全国より約４ポイント高くなって

います。 
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【世帯主の職業状況】 農林水産業 その他自営業 被用者 その他 無職

資料：厚生労働省 令和３年度 国民健康保険実態調査報告

※擬制世帯及び職業不詳の世帯を除く
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【被保険者の年齢構成】 0～19歳 20～39歳 40～64歳 65～74歳

資料：厚生労働省 令和３年度 国民健康保険実態調査報告
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１人当たり所得額を見ると、本県は全国より低い水準で推移し、2021(令和３)年度

では約10万円少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 医療費の状況 

被保険者の１人当たりの医療費は、高齢化や医療技術の高度化などに伴い、本県及

び全国ともに年々増加する傾向にあり、本県の場合、全国より約８～９万円高い水準

で推移しています。 
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【１人当たりの医療費の推移】 全国 山口県

資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報
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【１人当たり所得額の推移】
全国 山口県

資料：厚生労働省 国民健康保険実態調査報告

※擬制世帯及び所得不詳世帯を除く
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市町別の１人当たりの医療費を見ると、最高は上関町（589,633円）で、最低の下松

市（422,088円）と約1.4倍の格差が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県の医療費指数（年齢補正後）は、全国平均の１を上回る状態で推移しています。 
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資料：山口県・山口県国民健康保険団体連合会 令和３年度 国民健康保険事業状況
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資料：厚生労働省 医療費の地域差分析
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市町別の医療費指数（年齢補正後）を見ると、最高の上関町（1.315）と最低の下松

市（1.022）の差は1.28倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階級別の１人当たりの医療費は、本県及び全国ともに20歳以降、増加する傾向

にあり、70～74歳では60万円前後となっています。 
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資料：厚生労働省 令和２年度 医療費の地域差分析
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【年齢階級別の１人当たりの医療費】 全国 山口県

資料：厚生労働省 令和３年度 医療給付実態調査報告

〃 令和３年度 国民健康保険実態調査報告

（歳） 
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資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報

山口県・山口県国民健康保険団体連合会 国民健康保険事業状況

※介護納付金分を含む

 (3) 保険料（税）の状況 

本県の１人当たりの保険料（税）の調定額は、2018(平成30)年度以降、全国より低

い水準で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町別の１人当たりの保険料（税）を見ると、最高は山口市（98,104円）で、最低の

平生町（64,563円）と約1.5倍の格差が生じています。 
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資料：山口県・山口県国民健康保険団体連合会 令和３年度 国民健康保険事業状況

※介護納付金分を含む



 

  - 8 -  

 (4) 財政運営の状況 

単年度収支については、過去５年間では2018(平成30)年度及び2019(令和元)年度に

市町合計額が赤字となっていますが、2020(令和２)年度以降は黒字となっています。 

【単年度収支の状況】 

年度 
単年度収 支 

差引額(千円) 

黒字保険者 赤字保険者 

市町数 黒字額(千円) 市町数 赤字額（千円） 

H29 5,871,212 19 5,871,212 0 0 

H30 ▲278,203 11 789,464 8 ▲1,067,668 

R1 ▲270,157 11 384,890 8 ▲655,047 

R2 851,402 13 1,197,872 6 ▲346,471 

R3 748,555 11 1,359,428 8 ▲610,873 

※千円未満の端数処理により差引額が合わないことがあります 

資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報 

 

決算補填
てん

等を目的とした一般会計からの法定外繰入金は2020(令和２)年度まで１市

で発生していましたが、2021(令和３)年度から全市町で解消されました。 

【2021(令和３)年度法定外繰入金の内訳】            （単位：千円） 

決
算
補
填
等
目
的 

区 分 決算補填目的のもの 保険者の政策によるもの 

合 計 

(①) 項 目 
保険料の収入 

不足のため 
高 額 医 療 費 

貸 付 金 

保険料（税）

の負担緩和を

図るため 

地方単独の保

険料（税）の

軽減 

金 額 － － 0 －  

市町数 － －  －  
 

決
算
補
填
等 

以
外
の
目
的 

項 目 

保 険 料

(税)の減

免額に充

てるため 

地方独自

事業の医

療給付費

波及増等 

保健事業

費に充て

るため 

その他 
合 計 

(②) 

一般会計繰入金 

(法定外)合計 

(①＋②) 

金 額 － 696,143 40,414 － 736,557 736,557 

市町数 － 19 3 － －  

資料：令和３年度 国民健康保険事業実施状況報告 

 

２ 市町国民健康保険の将来の見通し 

(1) 被保険者の将来推計 

県全体の人口減少に伴い、被保険者数も年々減少すると見込まれ、いわゆる団塊の

世代が後期高齢者となる2025(令和７)年には約24万人で、2022(令和４)年と比較して

約10％の減少が見込まれます。 

また、被保険者の年齢階層別の分布を見ると、2025(令和７)年以降も前期高齢者の

割合は50％前後の水準で推移し、年齢構成が高い状態が続くと見込まれます。 
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≪推計の前提条件≫ 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018(平成30)年推計）」を基に、

2022(令和４)年度の本県の国民健康保険の加入率を乗じて推計 

 

市町別の被保険者数についても上記と同様に減少し、保険者の小規模化が進行する

と見込まれます。 

【被保険者規模別の将来推計】 

被保険者数 令和４年 令和７年 令和12年 令和17年 

５万人以上 １市 － － － 

１万人以上～５万人未満 ７市 ７市 ６市 ６市 

５千人以上～１万人未満 ４市 ５市 ６市 ５市 

５千人未満 １市６町 １市６町 １市６町 ２市６町 

 うち千人未満 ２町 ３町 ３町 ３町 

≪推計の前提条件≫ 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018(平成30)年推計）」を基に、

2022(令和４)年度の本県の国民健康保険の加入率を乗じて推計 

 

(2) 医療費の将来推計 

医療費総額については、被保険者数の大幅な減少に伴い現在よりも減少することが

見込まれますが、１人当たり医療費の増加に伴い、2035(令和17)年度には再び増加す

ることが見込まれます。 

 

 

約 264千人 

約 239千人 

約 217千人 
約 210千人 

【被保険者数及び年齢構成の将来推計】 
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≪推計の前提条件≫ 

医療費総額について、2021(令和３)年の年齢階級別の１人当たりの医療費に５年間（2016(平成

28)年～2021(令和３)年）又は４年間(2017(平成29)～2021(令和３)年)の伸び率を加味したものに、

上記の被保険者数の将来推計を乗じて推計 

１人当たりの医療費について、医療費総額を上記の被保険者数の将来推計で除して推計 

 

(3) 市町国民健康保険の見通し 

上記の将来推計では、年齢構成が高い構造は若干改善されるものの、被保険者数の

減少や、１人当たり医療費の増加傾向が見込まれることなどから、厳しい財政運営が

続くと考えられます。 

また、一部の保険者については、被保険者数が千人を割り込む状態が継続すること

が見込まれ、財政運営が不安定になるリスクが高まります。 

 

３ 市町国民健康保険の運営 

(1) 財政運営方法（国民健康保険事業費納付金・標準保険料率） 

2018(平成30)年度以降は、それまでの各市町単位の個別運営を改め、県が財政運営

の責任を担っています。 

具体的には、県は、県内の保険料収納必要額を見込み、各市町の医療費水準や所得

水準を考慮して、国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）を配分すると

ともに、市町ごとに標準保険料率を示します。 

また、県は、徴収した納付金や公費を財源として、保険給付に必要な費用全額を各

市町に交付するため、各市町においては、年度途中の医療費の増加などに影響される

ことなく、財政運営の安定化が図られます。 
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【国民健康保険事業費納付金などの仕組み（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 財政安定化基金の運用 

(1)の財政運営方法により、財政運営の安定化を図ることができますが、予期せぬ保

険給付費の増加により、県全体で当初の保険給付費の見込み額を上回るリスクがあり

ます。 

また、各市町においても、収納率の低下により、当初の保険料収納見込額を下回り、

収納不足が生じる可能性もあります。 

これらのリスクに対応するため、県は財政安定化基金を設置しており、当該基金か

ら適切に貸付や交付を行い、健全な基金の運用を通じて、安定した財政運営を推進し

ます。 

財政安定化基金の運用については、法令及び県の条例で定められますが、基本的な

考え方は次のとおりです。 

 

ア 県に対する貸付 

保険給付費の増加により財源不足が生じた場合、財源不足額について、財政安定

化基金を取り崩し、県国民健康保険特別会計に繰り入れます。 

また、貸付をした翌年度以降、納付金に含めて各市町から徴収し、４年で償還し

ます。 

山 口 県 

市町ごとに 

①国民健康保険事業費納付金を配分 

標準保険料率を提示 

⑥給付に必要な費用全額を交付 

各 市 町 

被保険者 

各市町は 

②標準保険料率を参考に保険料率を決定 

③保険料（税）を賦課 

⑤国民健康保険事業費納付金の支払い 

 ※徴収した保険料（税）などを財源 

④保険料（税）を支払い 
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イ 市町に対する貸付 

保険料（税）の収納額の低下により財源不足が生じた場合、市町からの申請に基

づき、県が貸付額を決定します。 

また、貸付をした翌々年度以降、貸付を受けた市町の納付金に含めて、原則とし

て３年で償還します。 

 

ウ 市町に対する交付 

災害その他の特別の事情により、保険料（税）の収納額が低下し、財源不足が生

じた場合、収納不足額の２分の１以内の額を交付します。 

また、その補填
てん

については、国・県・当該交付を受けた市町で、３分の１ずつを

補填
てん

します。 

［特別の事情］ 

○多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風・洪水・噴火など）が発

生した場合 

○地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落するなど、地域の産業に特

別な事情が生じた場合 

○その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生じた場合 

 

 

 

 

 

  

【市町に対する貸付・交付（イメージ）】 
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県 市町 

【県に対する貸付（イメージ）】 
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保
険
給
付
費
実
績
額 

貸付 

県が翌年度以降、納付金に

含めて徴収し、償還 
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エ 県に対する繰入 

県が行う国保の安定的な財政運営の確保のために必要があると認められる場合、

必要額を県特別会計に繰り入れます。 

具体的には、保険給付費の急増等により事業費納付金の著しい上昇が生じる又は

生じることが見込まれる場合等に基金を活用することで上昇を抑制します。 

繰り入れの条件等については、市町と協議の上、決定することとします。 

(3) 決算剰余金の使途 

県国民健康保険特別会計において決算剰余金等の留保財源が生じた場合には、その

使途について、医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算等を踏まえ、市町と協議

の上、決定することとします。 

なお、決算剰余金の具体的な使途としては、翌年度以降の納付金を減算する方法や

財政安定化基金に積み立てる方法等が考えられます。 

(4) 安定的な財政運営の推進 

現行の国民健康保険制度では、納付金制度の導入や財政安定化基金の設置に加え、

公費による財政支援措置が拡充されるなど、財政基盤の強化が図られてきました。 

しかし、今後も被保険者数の減少や１人当たり医療費の増加などが見込まれるため、

引き続き、県全体として、収入（納付金や公費など）と支出（保険給付に必要な費用

全額）が均衡するよう、安定的な財政運営を推進する必要があります。 

また、各市町においても、国民健康保険は、一会計年度を収支として行う短期保険

であることに鑑み、県への納付金の支払いなどに必要な支出を保険料（税）や公費な

どにより賄うことができるよう、収支が均衡した運営が重要になります。 

このため、各市町において、決算補填
てん

等を目的として一般会計から法定外の繰入れ

を行った場合や、翌年度の収入からの繰上充用が発生した場合には、厚生労働省の区

分に基づき、これらを市町村において削減・解消すべき赤字（以下単に「赤字」とい

う。）としてとらえ、計画的・段階的に解消・削減に取り組むこととしています。 

2021(令和３)年度以降、県内では該当する市町はありませんが、発生した際には、

当該市町は、赤字の要因を分析し、県と協議を行った上で、赤字削減・解消のための

基本方針、実効的・具体的な取組内容、赤字解消の目標年次（原則翌年度の解消とす

る）及び年次ごとの計画を定めることとします。 

また、県は、計画の進捗状況について、必要に応じて、指導・助言を行います。 

なお、県及び赤字のある市町は、赤字を解消する観点から、赤字額や解消予定年度

を含む状況の公表（見える化）を行います。 

 

(5) 適正かつ効率的な国民健康保険事業の推進 

国民健康保険の安定的な財政運営を推進するためには、上記の財政運営に係る取組

と併せて、国民健康保険財政の収入と支出の両面からの取組を強化することが重要と

なります。 

このため、本方針では、2024(令和６)年度以降の保険料（税）の標準的な算定方法
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について、基本的な考え方を示すとともに、保険料（税）の徴収の適正な実施、保険

給付の適正な実施、医療に要する費用の適正化などについて、効率的に事業が実施で

きるよう、取組の方向性を定めます。  
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第３章 保険料（税）の標準的な算定方法及びその水準の平準化 

 

１ 現状 

(1) 保険料・税の種別及び賦課方式 

県内の保険料（税）の状況について、保険料が10市町、保険税が９市町となってい

ます。 

また、賦課方式については、全ての市町が三方式（所得割・被保険者均等割・世帯

別平等割）となっています。 

 

(2) 賦課割合 

県内の保険料（税）の賦課割合について、町の区域は、市の区域と比較して、応能

割の割合が低く、応益割の割合が高くなっています。 

また、その内訳について見ると、市の区域は、町の区域と比較して、所得割が高く、

被保険者均等割が低くなっています。 

【保険料（税）の賦課割合】                   （単位：％） 

区 分 応 能 割 

 

応 益 割 

 

所 得 割 資 産 割 
被保険者

均 等 割 

世 帯 別 

平 等 割 

山口県 52.4 52.4 － 47.6 30.1 17.5 

 市 52.6 52.6 － 47.4 30.0 17.4 

 町 47.2 47.2 － 52.8 33.4 19.4 

※医療給付費分(一般被保険者分) 

資料：山口県・山口県国民健康保険団体連合会 令和３年度 国民健康保険事業状況 

(3) 賦課限度額 

県内の全ての市町が政令で定められた上限額どおりに設定しています。 

【2023(令和５)年度の賦課限度額の設定状況】 

区分 医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 

賦課限度額 65万円 22万円 17万円 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

２ 納付金及び標準保険料率の算定に係る基本的な考え方 

納付金の算定に当たっては、各市町の医療費水準、所得水準、被保険者数、世帯数な

どを考慮し、各市町の負担能力に応じた保険料水準となるよう算定します。 

また、標準保険料率の算定に当たっては、県内で同一の算定方式を用い、市町ごとに

算定・公表することにより、標準的な住民負担の「見える化」を図ります。 
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【納付金と標準保険料率について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 保険料水準の統一に向けた検討 

本県では、これまで、市町の医療費指数（年齢補正後）に約1.3倍の格差が生じていた

ことから、医療費指数反映係数（α）を１とし、市町ごとの医療費指数の地域差を納付

金の算定に反映させています。そのため、一般的には、医療費指数が増加すると事業費

納付金や保険料額も増加することとなります。 

こうした場合、とりわけ小規模な保険者では、高額な医療費が発生した場合の医療費

指数の変動が大きいものとなり（下図）、これに伴い、年度間の納付金や保険料も大きく

変動するため、保険者の安定的な財政運営のみならず被保険者の保険料負担にも影響が

生じるおそれがあります。 

【図】被保険者数と医療費指数の変動状況 
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このため、これまで本県では、医療費適正化の取組を推進し、医療費の地域差の縮小

を図ることにより、将来的な保険料水準の統一を目指すこととし、その時期や前提条件

については、県と市町との間で具体的な議論を進めることとしてきました。 

その後の市町との議論により、まずはαを０とすること（以下「納付金ベースの統一」

という。）を視野に入れ、納付金ベースの統一に当たっての前提条件を下記のとおりとし、

その着手時期については前提条件の達成状況を見極めつつ定めることとしたところです。 

この度、前提条件が概ね達成されたと評価できることや、人口減少に伴い各保険者の

被保険者数の減少が今後も進行していくことが見込まれ、財政運営のリスクが高まるこ

とが予想されることから、将来にわたって安定的な財政運営を図るため、令和12年度か

らの納付金ベースの統一を目指すこととします。 

なお、納付金ベースの統一に当たっては、激変緩和として2026(令和８)年度からαを

0.2ずつ段階的に削減し、併せて、県繰入金を用いて、納付金ベースの統一により一時的

に負担増となる市町に対する負担緩和策を講じることとします。さらに、医療費適正化

の取組に連動した交付金も創設することにより、各市町における医療費適正化の取組の

一層の充実を図ります。 

また、県内のどこに住んでいても、同じ所得水準、世帯構成であれば同じ保険料とな

る、いわゆる「完全統一」については、各市町の給付・減免の基準、保健事業、基金の取

扱いなどの統一を図る必要があるなど、検討課題が多いことから、引き続き、県と市町

等で構成する「山口県国民健康保険連携会議」等の場で議論を進めることとします。 

 

納付金ベースの統一の前提条件 

・  医療費水準の差を縮小すること（1.3倍未満） 

・  医療費適正化の取組が平準化すること（保険者努力支援制度における医療費適

正化に関する取組点数の差が２倍未満となること） 

・  医療費水準の反映度合いを段階的（α：0.2ずつ）に下げていくこと   等 

 

４ 納付金の算定方法 

納付金の算定については、政令の定めに従い、県の条例で必要事項を定めることとさ

れており、その概要は次のとおりです。 

(1) 算定方式 

県内の全ての市町が三方式を採用している状況を踏まえ、所得割、被保険者均等割、

世帯別平等割の３つを用いて算定する三方式としています。 

(2) 医療費指数反映係数（α）の設定 

2025(令和７)年度までは医療費水準を納付金の算定に全て反映させる（α＝１）こ

ととし、2026(令和８)年度以降はαを0.2ずつ削減していくこととします。 

(3) 応能割と応益割の割合（βの設定） 

所得係数βは、県全体の納付金の総額における応能割と応益割の割合を定める係数

で、全国平均と比較した各都道府県の所得水準を反映させることが原則とされていま

す。本県においては、原則どおり、毎年度、全国平均と比較した本県の所得水準を反
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映させて定めることとしています。 

○所得係数β 

＝本県の被保険者1人当たりの所得額／全国平均の被保険者1人当たりの所得額 

○応能割：応益割＝β：１ 

 

(4) 被保険者均等割と世帯別平等割の割合 

2017(平成29)年度以前に政令で定められていた基準どおり、応益割１の内訳として、

県全体での賦課割合を0.7：0.3とし、それぞれ、県内の市町の被保険者数と世帯数に

応じて、市町ごとの配分額を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 市町村標準保険料率の算定方法 

市町村標準保険料率は、厚生労働省令の定めに従い、医療分、後期高齢者支援金分、

介護納付金分のいずれについても、次の方法により市町ごとに算定します。 

(1) 算定方式 

納付金の算定と同じく、三方式とします。 

(2) 応能割と応益割の割合 

納付金の算定方法を踏まえ、県全体の応能割と応益割の割合がβ：１となるよう、

各市町の所得水準に応じて定めることとします。 

(3) 被保険者均等割と世帯別平等割の割合 

納付金の算定方法を踏まえ、県全体の被保険者均等割と世帯別平等割の割合が、0.7：

0.3となるよう、各市町の被保険者数と世帯数に応じて定めることとします。 

【納付金算定のイメージ】 

 

○所得水準に応じた按分額に市町ご

との医療費水準を反映 

 

○被保険者数・世帯数に応じた按分

額に市町ごとの医療費水準を反映 

納付金額 

<応能割> <応益割> 

医療費水準

反映 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応

じた按分 

○応能割と応益割の割合は、所得係数βで調整 

医療費水準の反

映の程度は医療

費指数反映係数

αで調整 
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(4) 賦課限度額 

現在、医療分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分のいずれについても、県内の

全ての市町が政令で定められた上限額を賦課限度額としており、引き続き、政令で定

められた上限額と同額とします。 

(5) 標準的な収納率 

各市町で実現可能な収納率として、市町ごとに標準的な収納率を定めることとし、 

直近の収納率や過去の収納率の傾向を踏まえて設定します。 

 

６ 年度間の保険料負担の調整 

納付金や標準保険料の算定に当たって、保険給付費等の急激な増加により、保険料負

担が一定程度以上の上昇が見込まれる市町に対しては、財政安定化基金を活用し、被保

険者の保険料負担の急激な増加を緩和する措置を講じることとします。 

 

【財政安定化基金による措置（イメージ）】 
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【市町別の収納率（現年度分）】

資料：令和４年度 医務保険課調査

第４章 保険料（税）の徴収の適正な実施 

 

１ 現状 

(1) 保険料（税）の収納率 

本県の収納率（現年度分）は、増加の傾向にあり、全国の収納率より約１ポイント

高い状態で推移しています。 
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【保険料（税）収納率の推移 現年度分】 全国 山口県

資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報



 

  - 21 -  

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

光
市

上
関
町

宇
部
市

周
防
大
島
町

柳
井
市

長
門
市

美
祢
市

平
生
町

山
陽
小
野
田
市

田
布
施
町

周
南
市

下
松
市

岩
国
市

山
口
市

下
関
市

萩
市

阿
武
町

和
木
町

防
府
市

【市町別の収納率（滞納繰越分）】

資料：令和４年度 医務保険課調査

本県の収納率（滞納繰越分）は、近年増加の傾向にあり、2019(令和元)年度及び

2020(令和２)年度は全国の収納率より高くなりましたが、2021(令和３)年度は減少に

転じ、全国よりも低い状態となっています。 
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【保険料（税）収納率の推移 滞納繰越分】
全国 山口県

資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報
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(2) 保険料（税）の収納方法 

口座振替の実施率は約40％、特別徴収（年金からの天引き）の実施率は約26％で、

これらを合わせると全体の７割弱を占めており、収納率も高い傾向にあります。 

一方、全体の３割強を占めている普通徴収（口座振替を除く。）の収納率は、約 

74％にとどまっています。 

【収納方法】 

区 分 実 施 率 収 納 率 

口 座 振 替 39.8％ 97.82％ 

特 別 徴 収 26.2％ 99.91％ 

普通徴収(口座振替を除く。) 34.0％ 73.66％ 

資料：令和３年度 国民健康保険事業実施状況報告 

 

(3) 滞納世帯数などの状況 

各市町は滞納者との接触を図り、納付相談などに取り組んでおり、本県における保

険料（税）の滞納世帯数及び全世帯に占める滞納世帯数の割合は減少傾向にあります。 

また、2022(令和４)年の短期被保険者証及び被保険者資格証明書の交付は約4,700世

帯（滞納世帯数のうち約31％）と減少傾向になっています。 
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【滞納世帯数などの推移】 滞納世帯数(山口県)
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被保険者資格証明書交付世帯数(山口県)
滞納世帯数の割合(山口県)
滞納世帯数の割合(全国)

資料：厚生労働省 国民健康保険（市町村）の財政状況

※各年６月１日現在の状況

（世帯） 
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(4) 滞納処分の状況 

滞納世帯数の減少に伴い、本県における差押世帯数及び差押金額はいずれも減少傾

向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 取組の方向 

(1) 基本的な考え方 

国民健康保険において、保険料（税）の収入の確保は、制度を維持していく上での

根幹であり、賦課徴収の主体である市町において、収納率向上のために様々な取組を

行うことが必要です。 

このため、収納率の目標を設定するとともに、その達成に向け、収納体制の確立、

納付機会の充実、滞納者対策の強化などに取り組みます。 

また、これらの取組を行うに当たっては、関係法令の内容を遵守し、適正な実施を

確保することとします。 

 

(2) 収納率目標の設定 

被保険者間の公平性を保つとともに、安定的な財政運営を確保するため、市町ごと

に2023(令和５)年度までの収納率目標を設定しています。収納率については増加の傾

向にあることを踏まえ、2024(令和６)年度以降については、改めて、次のとおり市町

ごとに収納率目標を設定します。 

2027(令和９)年度以降の収納率目標については、2026(令和８)年度までの取組状況

を踏まえて、改めて検討します。 

また、県は、毎年度、市町ごとに収納率（現年度分と滞納繰越分）を把握し、指導・

助言を行います。 
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資料：国民健康保険事業実施状況報告

（世帯） 
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【2023(令和５)年度まで】 

○収納率目標（現年度分）… 

2023(令和５)年度までの３年間で直近の収納率（2020(令和２)年度）が 

 94％※未満の場合：＋１％、 

 94％※以上の場合：＋0.5％ 

○収納率目標（滞納繰越分）… 

2023(令和５)年度までの３年間で直近の収納率（2020(令和２)年度）＋５％ 

※平成29年度の県平均収納率（93.07％）＋1％をベースとしている 

【2024(令和６)年度以降】 

○収納率目標（現年度分）… 

2026(令和８)年度までの３年間で、直近の収納率（2023(令和５)年度）が 

 95％※１未満の場合：＋１％、 

 95％※１以上の場合：＋0.5％ 

 上記に関わらず直近年度の収納率（現年度分）が市町村規模別の全自治体

で上位３割に該当する場合：現状より向上 

○収納率目標（滞納繰越分）… 

2026(令和８)年度までの３年間で、直近の収納率（2023(令和５)年度）が 

 24％※２未満の場合：＋５％ 

 24％※２以上の場合：＋2.5％ 

 上記に関わらず直近年度の収納率（現年度分）が市町村規模別の全自治体

で上位３割に該当する場合：現状より向上 

※１令和２年度～同４年度（令和４年度分は速報値）の現年度県平均収納率（95.33％）をベースとしている 

※２令和２年度～同４年度（令和４年度分は速報値）の過年度県平均収納率（23.68％）をベースとしている 

 

(3) 収納対策の強化 

現在、県内の全ての市町において、収納対策緊急プランを作成し、収納対策の強化

に取り組んでいるところであり、今後も、収納率目標を達成するため、収納体制の確

立、納付機会の充実及び滞納者対策の強化などに取り組み、収納対策の強化を図りま

す。 

ア 収納体制の確立 

○収納専任担当者の配置や収納専門組織の設置 

○臨戸訪問や現地調査などについて、徴収嘱託員を活用 

○未納者に対し、電話で早期納付の案内などを行うコールセンターを設置 

イ 納付機会の充実 

○新規加入時や被保険者証の更新時などに口座振替を勧奨 

〇クレジット決済、コンビニ収納、ペイジーなど多様な収納方法の整備の促進 

ウ 滞納者対策の強化 

○県内統一で、催告や滞納整理などを集中的に取り組む収納強化月間を設定 

(12月と３月) 
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○休日・夜間における納付窓口の開設や納付相談会などを実施 

○差し押さえた財産について、インターネットなどを活用した公売を促進 

○徴収事務研修会の内容を工夫し、職員の資質向上を図る 

〇国保連合会による公租公課徴収指導者の相談窓口の設置 
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第５章 保険給付の適正な実施 

 

１ 現状 

(1) レセプト点検の状況 

保険医療機関などから提出された診療報酬明細書（レセプト）は、審査支払機関で

の審査を経た後、市町が内容を点検し、資格の過誤や算定の誤りなどがあれば、これ

を適正に補正し処理する必要があります。 

本県では、全ての市町が、山口県国民健康保険団体連合会への委託によりレセプト

点検を共同実施しており、全てのレセプトを対象として、被保険者資格の確認や診療

内容の点検などを実施しています。 

点検による効果の総額は約４～６億円、被保険者１人当たりの効果額は約1,400～

2,000円、効果率(効果総額／保険者負担額)は約0.4～0.5％で推移しています。 

【レセプト点検の実施状況】 

項 目 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

点
検
対
象 

レセプト枚数 

（万枚） 
596 578 566 530 539 

保険者負担額 

（億円） 
1,164 1,134 1,133 1,112 1,135 

点
検
効
果 

効果総額 

（千円） 
595,355 616,598 562,569 480,593 396,806 

被保険者１人当た

りの効果額（円） 
1,910 2,058 1,948 1,706 1,441 

効果率（％） 0.51 0.54 0.50 0.43 0.35 

資料：国民健康保険事業実施状況報告 

 

(2) 第三者行為求償の実施状況 

保険給付の原因が第三者の不法行為によって生じた場合、不法行為による損害賠償

と保険給付との関係を調整するため、被保険者から第三者への損害賠償請求権を市町

が代位取得する制度が設けられています。 

第三者に対する求償事務のうち、自動車損害賠償責任保険などにより損害賠償が行

われるものについては、県内の全ての市町が、山口県国民健康保険団体連合会へ委託

して共同で実施しています。 

また、被保険者が市町に提出する被害届（第三者行為による傷病届）は、第三者行

為求償を必要とする案件を把握する上で重要なものであり、より確実に提出されるよ

うにするため、2016(平成28)年度から、県内の全ての市町と損害保険団体が覚書を締

結し、被保険者による被害届の作成や提出を損害保険会社などが援助しています。 

今後も、引き続き、被害届提出までの平均日数の短縮や被害届の自主的な提出率の

向上などに努めます。 
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【第三者行為求償に係る被害届の提出状況等】 

項  目 令和３年度 

被保険者による傷病届の早期※の提出 
※60日以内 

22% 

保険者による勧奨の取組の効果※ 
※勧奨後30日以内に提出があった割合 

21% 

保険者における傷病届受理日までの平均日数 139日 

レセプトへの「10.第三」の記載率※ 
※診療報酬請求書等の記載要領では「患者の疾病又は負傷が、第三者の不法行為

（交通事故等）によって生じたと認められる場合」は、レセプトの特記事項欄

に「10 第三」と記入するよう定められている。 

49% 

資料：国民健康保険事業実施状況報告 

 

(3) 柔道整復、あん摩マッサージ指圧及びはり・きゅうなどの療養費の状況 

本県では、全ての市町が、山口県国民健康保険団体連合会への委託により、柔道整

復、あん摩マッサージ指圧及びはり・きゅうなどの療養費の審査を実施しています。 

このうち、柔道整復施術療養費については、件数及び保険者負担額ともに減少傾向

で推移していますが、療養費の給付において、大きな比重を占めています。 

【柔道整復、あん摩マッサージ指圧及びはり・きゅうの給付状況】 

区分 件数 費用額 うち保険者負担分 

平成29年度 

柔道整復 84,570 6.0億円 4.4億円 

あん摩マッサージ指圧 2,117 0.8億円 0.6億円 

はり・きゅう 1,949 0.2億円 0.2億円 

平成30年度 

柔道整復 78,451 5.6億円 4.1億円 

あん摩マッサージ指圧 2,129 0.8億円 0.6億円 

はり・きゅう 1,968 0.2億円 0.2億円 

令和元年度 

柔道整復 75,222 5.3億円 3.9億円 

あん摩マッサージ指圧 2,106 0.7億円 0.5億円 

はり・きゅう 1,964 0.2億円 0.2億円 

令和2年度 

柔道整復 63,943 4.7億円 3.5億円 

あん摩マッサージ指圧 2,100 0.7億円 0.5億円 

はり・きゅう 2,010 0.3億円 0.2億円 

令和3年度 

柔道整復 64,906 4.7億円 3.5億円 

あん摩マッサージ指圧 1,976 0.7億円 0.5億円 

はり・きゅう 2,613 0.3億円 0.3億円 

資料：厚生労働省 国民健康保険事業年報 



 

  - 28 -  

(4) 高額療養費などの支給勧奨の実施状況 

高額療養費はレセプトデータや療養費データなどを基に支給額を計算することにな

るため、山口県国民健康保険団体連合会からデータの提供を受けて、各市町で計算を

行い、高額介護合算療養費についても、同様に実施しています。 

また、高額療養費や高額介護合算療養費の支給対象となる被保険者に対する申請の

勧奨方法は、市町によって異なっています。 

【支給勧奨の実施状況】 

勧奨方法 

市町数 

高額療養費 

（月間） 

高額介護合算 

療養費 

支給対象者への情報提供 ５ １ 

支給対象者に申請書を送付 － ２ 

支給対象者に氏名や支給予定額などを予め

記載した申請書を送付 
１４ １６ 

未実施 － － 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

(5) 高額療養費の申請の簡素化の実施状況 

2021(令和３)年度の厚生労働省令の改正に伴い、高額療養費の支給申請の簡素化の

対象が全年齢に拡大されました。簡素化を実施している市町においては、被保険者は

一度高額療養費の支給申請書を提出すれば、翌月以降の申請は不要となります。 

【高額療養費の支給手続き簡素化状況】 

簡素化状況 市町数 

全年齢で実施 10 

70歳以上のみで実施 １ 

実施していない ８ 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

２ 取組の方向 

(1) 基本的な考え方 

国民健康保険制度において、保険給付は基本的な事業であり、保険給付を必要とす

る被保険者に対し、正しく保険給付を行う必要があります。また、適正に保険給付を

行うことは、国民健康保険の財政を支出面から管理する上でも重要です。 

そのためには、保険医療機関などからの請求が誤りなく適正に行われること、保険

給付を受ける被保険者に制度の趣旨や内容が正しく理解され、適正な受診・受療が行

われること、必要な給付について申請の機会が確保されること、保険者が負担すべき

でない費用について確実に回収を図ることなどが必要となり、以下の取組を通じ、保

険給付の適正な実施を図ります。 
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(2) レセプト点検の充実・強化 

医療費の増加に伴い、保険者負担額は増加する傾向にあるため、効率的にレセプト

点検を行う必要があります。このため、高い専門性とノウハウを有する山口県国民健

康保険団体連合会において、引き続き共同実施することにより、レセプト点検の充実

を図ります。 

また、交通事故などの第三者行為に起因する疑いのあるレセプトの抽出や、国民健

康保険と介護保険との給付調整に係る点検などの取組を引き続き強化します。 

 

(3) 第三者行為求償の取組強化 

現在、県内全ての市町が定めている第三者行為求償の取組計画に基づき、引き続き、

被害届が円滑かつ確実に提出されるよう、取組を強化するとともに、取組状況に応じ

て計画の内容を見直し、第三者行為求償事務の継続的な改善を図ります。 

第三者行為求償事務には専門的な知識が必要となるため、これまでも開催してきた

求償事務研修会について、研修内容を充実させ、担当職員の資質向上を図ります。 

また、本事務を共同実施している山口県国民健康保険団体連合会では「第三者行為

求償事務の更なる取組強化について」（令和３年８月６日保国発0806第２号厚生労働省

保険局国民健康保険課長通知）に基づき、傷病届の届出義務等に係る周知・広報、求

償事務担当職員が訪問する巡回相談、求償事務の受託など、保険者の求償事務に対す

るより幅広い支援を実施しています。 

なお、国民健康保険法の改正に伴い、2025(令和７)年度以降、市町村による保険給

付の適正な実施を確保するため、広域的・専門的見地から必要があると認めるときは、

県が市町村から委託を受けて、第三者の行為によって生じた保険給付の損害賠償請求

に係る事務を行うことが可能となりました。 

このため、県内の多くの市町を対象とする大規模な第三者行為求償事案が発生した

場合等は、該当市町と県による協議の場を設け、事案への対応を検討することとしま

す。 

 

(4) 療養費の支給の適正な実施 

ア 柔道整復施術療養費の支給の適正な実施 

柔道整復施術療養費については、「柔道整復師の施術の療養費の適正化への取組に

ついて」（平成24年３月12日付け保国発第0312第１号厚生労働省保険局国民健康保険

課長通知）に基づき、以下の内容に取り組むこととします。 

まず、引き続き、県内全ての市町で柔道整復施術療養費を含めて医療費の通知を

行うとともに、柔道整復施術療養費支給申請書の点検について、山口県国民健康保

険団体連合会において共同実施することとします。 

次に、被保険者などに対し、柔道整復施術療養費に関する正しい知識を普及させ

るため、新規加入者に対するリーフレットの配布や、医療費通知を活用した広報な

どによる被保険者への周知の取組を、県内の全ての市町において実施することとし

ます。 

また、多部位、長期又は頻度が高い施術を受けた被保険者などに対する調査（患
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者調査）について、積極的に実施することとします。 

イ あん摩マッサージ指圧及びはり・きゅうなどの療養費の支給の適正な実施 

あん摩マッサージ指圧及びはり・きゅうなどの施術については、医学的見地から

医師が施術を必要と認めた場合において、療養費の対象となります。 

このため、引き続き、山口県国民健康保険団体連合会において、審査を行い、適

正な支給の実施に努めます。 

 

(5) 高額療養費などの支給勧奨の標準化 

高額療養費や高額介護合算療養費の支給対象となる世帯主に対する申請の勧奨につ

いては、被保険者の利便性を図る観点から、県内の全ての市町において実施するとと

もに、勧奨の頻度や勧奨の際に通知する内容などについて標準化を図ります。 

また、高額療養費の支給申請の簡素化については、実施市町における問題点等を検

証し、未実施市町における導入について検討することとします。 

 

(6) 高額療養費の多数回該当の取扱い 

県内の市町間での住所異動で、かつ、世帯の継続性が保たれている場合には高額療

養費の該当回数が通算されるため、国保情報集約システムにより、各市町の資格管理

情報や高額療養費情報などを県単位で集約・管理し、適正に実施します。 

また、世帯の継続性の判定については、厚生労働省が示す参酌基準を県内統一の判

定基準として、運用することとします。 

 

【参考：世帯の継続性の判定に係る参酌基準の概要】 

○一の世帯で完結する住所異動について 

単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、世帯の分離

や合併を伴わないため、世帯の継続性を認める。 

一の世帯で完結する異動とは、次のいずれかに該当するものとする。 

ア 他の国保被保険者を含む世帯と関わらず、当該世帯内の国保被保険者の数

が変わらない場合の住所異動 

イ 他の国保被保険者を含む世帯と関わらず、資格の取得又は喪失による当該

世帯内の国保被保険者の数の増加又は減少を伴う場合の住所異動 

 

○一の世帯で完結しない住所異動について 

世帯分離、世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動(他の世帯からの異

動による国保被保険者の数の増加及び他の世帯への異動による国保被保険者の

数の減少をいう。) の場合には、異動後の世帯主が異動前に世帯主として主宰し

ていた世帯との継続性を認める。 

 

(7) 県による保険者機能 

ア 県による不正利得の回収 

不正利得の回収に当たっては、市町からの委託を受けて、県が一括して不正請求
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に係る費用返還請求などを行うことが可能となっています。 

このため、県内の多くの市町を対象とする大規模な不正請求事案が発生した場合、

該当市町と県による不正利得の回収に係る協議の場を設け、事案への対応を検討す

ることとします。 

イ 県による保険給付の点検 

保険給付の点検については、市町だけでなく県が行うことも可能となっています。 

市町では、山口県国民健康保険団体連合会と共同実施によるレセプト点検を実施

していますが、県では、広域的又は医療に関する専門的な見地など、市町とは異な

る視点による保険給付の点検を行うこととします。 
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【特定健康診査及び特定保健指導の実施状況の推移】
特定健康診査実施率(全国) 特定健康診査実施率(山口)
特定保健指導実施率(全国) 特定保健指導実施率(山口)

資料：国民健康保険中央会 市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書
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29.1%

31.1% 31.0%
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29%
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

【ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当者・予備群の割合の推移】
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当者・予備群割合(全国)
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ該当者・予備群割合(山口県)

資料：国民健康保険中央会 市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書

第６章 医療に要する費用の適正化 

 

１ 現状 

(1) 特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

特定健康診査の実施率は、本県は近年上昇傾向にありますが、全国の実施率に比較

して、約５ポイント低い水準となっています。 

特定保健指導の実施率は、全国の実施率に比較して10ポイント以上低い水準で推移

しています。また、新型コロナウイルス感染症の影響で2020(令和２)年度には実施率

が大きく低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合は、本県及び全国ともに増加傾

向となっています。本県では、全国より約１ポイント低い水準で推移しています。 
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(2) データヘルス計画の策定状況 

本県では、特定健康診査やレセプトデータなどの健康・医療情報を活用し、ＰＤＣ

Ａサイクルに沿って、効果的かつ効率的に保健事業の実施を図るため、県内全ての市

町がデータヘルス計画を策定済みであり、計画に沿って事業が行われています。 

(3) 喫煙率 

本県の成人の喫煙率は、男性26～27％、女性5～7％程度で推移しています。 

内   容 H27 R4 

成 人 の 喫 煙 率 
男性 27.1％ 

女性  6.9％ 

男性 26.4％ 

女性  4.7％ 

資料：県民健康栄養調査 

(4) がん検診受診率 

本県のがん検診の受診率は全国と比較して、低い水準となっています。 

内     容 山口県 全国 

がん検診の受診率 

（R4） 

胃がん 
男性 

女性 

51.5％ 

36.2％ 

男性 

女性 

53.7％ 

43.5％ 

肺がん 
男性 

女性 

51.6％ 

39.0％ 

男性 

女性 

53.2％ 

46.4％ 

大腸がん 
男性 

女性 

43.5％ 

33.0％ 

男性 

女性 

49.1％ 

42.8％ 

子宮頸がん 女性 34.9％ 女性 43.6％ 

乳がん 女性 34.8％ 女性 47.4％ 

                                 資料：国民生活基礎調査 

がん検診と特定健康診査の一体的実施について、県内の多くの市町が取り組んでい

ます。 

【がん検診に係る取組状況】 

取組内容 実施市町数 

特定健康診査との一体的実施 １８ 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

(5) 後発医薬品（ジェネリック医薬品）及びバイオ後続品の使用状況及び取組状況 

後発医薬品の使用割合は、本県及び全国ともに増加しており、本県では、全国の使

用割合より約２ポイント高い状態で推移しています。 
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バイオ後続品に置き換えることができる16品目のうち、バイオ後続品の使用割合が

80％以上の品目数は、全国と比較して高い状況となっています。 

内  容 山口県 全国 

バイオ後続品の使用割合が80％

以上の品目数 
３品目 ２品目 

資料：厚生労働省 医療費適正化計画推計ツール(令和３年度データ) 

後発医薬品の希望を医師・薬剤師に伝えやすくするためのカード・シールの配布や、

実際に処方された医薬品を後発医薬品に切り替えた場合の差額通知について、県内全

ての市町が取り組んでいます。 

 

(6) 適正受診・適正服薬の取組状況 

適正受診・適正服薬の取組について、山口県国民健康保険団体連合会から提供され

る多受診被保険者一覧表や国保データベース（ＫＤＢ）システムなどを基に対象者を

抽出し、電話や訪問による指導に取り組んでいます。 

また、医薬品を適正に使用するための周知・啓発について、県内全ての市町が取り

組んでいます。 

【適正受診・適正服薬に係る取組状況】 

取組内容 実施市町数 

重複投与者への指導 １６ 

多剤投与者への指導 １２ 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

(7) 糖尿病性腎症重症化予防の取組状況 

本県では、山口県医師会、山口県糖尿病対策推進委員会と３者で連携し、2017(平成

29)年11月に「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定し、市町による標準的な取
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【後発医薬品の使用割合】 全国 山口県

資料:厚生労働省 調剤医療費(電算処理分)の動向 数量ベース
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組の内容を示しています。県内の多くの市町が、このプログラムを参考に糖尿病性腎

症の重症化予防に取り組んでいます。 

【糖尿病性腎症の重症化予防に係る取組状況】 

取組内容 実施市町数 

未受診者、受診中断者への受診勧奨 １６ 

かかりつけ医と連携した保健指導 １４ 

資料：令和４年度 山口県 医務保険課調査 

 

(8) 高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の取組状況 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、県内の多く

の市町が山口県後期高齢者医療広域連合と連携して、高齢者の保健事業と介護予防の

一体的な実施に取り組んでいます。 

【高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る取組状況】 

実
施
市
町
数 

ハイリスクアプローチ ポピュレーションアプローチ 

低栄養防止 重症化予防 
重複投薬 

頻回投薬 

健康状態 

不明者の 

状態把握 

健康教育 

健康相談 

フレイル 

把握 

健康 

づくり 低栄養 口腔 糖尿病 その他 

14 ６ ２ ６ ２ ４ 10 14 11 ５ 

資料：山口県後期高齢者医療広域連合 令和５年度高齢者保健事業推進連絡会議 

 

(9) 歯・口腔の健康づくりの取組状況 

歯科健診、歯科保健指導や健康教室等による指導・啓発について、県内の多くの市

町が取り組んでいます。 

【歯・口腔の健康づくりに係る取組状況】 

取組内容 実施市町数 

歯科健診 １６ 

口腔内の健康の保持増進に関する指

導・啓発 
１８ 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

２ 取組の方向 

(1) 基本的な考え方 

本県の１人当たり医療費は、全国より高い水準で推移するとともに、年々増加する

傾向にあります。また、県内の市町間においても、医療費の水準に格差が生じている

状況にあります。 

被保険者の生活の質の維持及び向上を確保しながら、被保険者の健康の保持を推進

する取組や、良質かつ適切な医療の効率的な提供に資する取組を行い、その結果とし

て将来的な医療費の適正化を図っていくことが必要となります。 

また、医療費の適正化については、国民健康保険だけでなく、各保険者、医療機関
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その他の関係者の連携・協力が必要であることから、県では「第四期山口県医療費適

正化計画」（以下「医療費適正化計画」という。）を定め、取り組むべき施策などを示

しているところです。 

このため、本項では医療費適正化計画で定める取組のうち、国民健康保険の保険者

として取り組むべき項目を示し、医療費適正化計画と整合を図り、国保データベース

（ＫＤＢ）システムの利活用を通じた効果的・効率的な保健事業の実施などにより、

医療費の適正化の取組を進めていくこととします。 

 

(2) 特定健康診査・特定保健指導の推進 

特定健康診査・特定保健指導によりメタボリックシンドロームの該当者・予備群を

早期に発見し、日常の生活習慣の改善を促すことで、生活習慣病の予防を図っていく

ことが期待されます。 

このため、特定健康診査・特定保健指導が、効率的かつ効果的に実施されるよう、

次のような取組を行います。 

 

ア 保健事業の人材の育成 

保険者が特定健康診査・特定保健指導の事業を的確に企画・評価し、効果的な

特定保健指導を実施するために、県では、医師・保健師・管理栄養士等の特定健

康診査・特定保健指導に従事する者を対象に、特定保健指導に係るアウトカム評

価の導入や情報通信技術を活用した遠隔面談など、デジタル化への対応を含め、

特定健康診査・特定保健指導に関する必要な知識の習得や技術の向上を目的とし

た研修を企画・実施します。 

 

イ 保険者協議会の活用 

「山口県保険者協議会」を活用して、医療費の分析や評価、被保険者の指導等

の保健事業の共同実施、保険者との連絡調整、保険者への協力要請、保険者への

支援等を行います。 

 

ウ 特定健康診査実施率の向上に向けた取組 

特定健康診査の実施率は、生活習慣病対策に対する取組状況を反映するととも

に、早期発見・早期治療に直結する特に重要なデータであることから、実施率向

上の取組として、「やまぐち健康マイレージ事業」の実施や、広報誌やラジオ等

の広報媒体を活用した周知啓発など、今後も、市町や職域、保険者、医療の担い

手等と連携しながら特定健康診査の重要性を広報し、実施率向上に向けた勧奨に

積極的に取り組みます。 

また、市町と被用者保険との集団健診の共同実施など、受診機会の拡充に取り

組みます。 

 

(3) データヘルス計画の推進 

データヘルス計画の推進により、被保険者の健康の保持増進を図るとともに、的確

な保健事業の実施を通じ、医療に要する費用の適正化を図ることができます。 
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ついては、市町ごとの健康課題や保健事業、介護予防の実施状況を把握するため、

国保データベース（ＫＤＢ）システムなどの健康・医療情報に係る情報基盤を活用し

ながら、レセプトや健診データ、介護給付情報等の分析を進めます。分析結果等につ

いては、市町のデータヘルス計画の策定や見直しに活用し、山口県国民健康保険団体

連合会に設置されている保健事業支援・評価委員会などの支援も得ながら、保健事業

を効果的・効率的に実施します。 

 

(4) たばこ対策の推進 

たばこは、日本人の疾病と死亡の原因として、最大かつ回避可能な単一の原因です。 

喫煙は、がん、循環器疾患、呼吸器疾患等の原因であり、受動喫煙は、虚血性心疾

患、肺がんに加え、乳幼児の喘息や呼吸器感染症等の原因となります。 

このため、「たばこによる害のない社会の実現」を目指し、次のような取組を行いま

す。 

 

ア 喫煙防止 

｢たばこを吸い始めたくない｣意識・態度を向上させるため、各ライフステージに

応じて様々な場を活用し、たばこの害に関する情報提供や健康教育を行います。 

 

イ 禁煙支援 

効果的な禁煙支援により禁煙成功者を増やすため、喫煙者に対して様々な機会を

通じて禁煙を勧める情報提供を行い、禁煙希望者に対しては適切な禁煙支援を提供

します。 

 

(5) がん検診の推進 

がん検診は、がんの早期発見に有効であるため、がん検診の受診促進に向け、がん

検診の必要性などについての普及啓発等に取り組みます。 

また、特定健康診査との一体的実施の推進等により、受診率の向上に取り組みます。 

 

(6) 後発医薬品(ジェネリック医薬品)及びバイオ後続品の使用促進に向けた取組の推進 

後発医薬品及びバイオ後続品の使用を促進することは、医療費適正化に有効な手段

であり、引き続き、希望カード・シールの配布などによる普及啓発や、差額通知書の

送付を行います。 

 

(7) 適正受診・適正服薬の取組の強化 

重複投薬や多剤投与を是正するためには、服薬情報を把握し、適切な薬学的管理や

指導を受けることが重要です。 

このため、引き続き、お薬手帳を１冊にまとめることや、多剤服用により副作用が

発生する場合があること、市販薬の活用などによるセルフメディケーションの周知・

啓発に取り組むとともに、重複投薬や多剤投与該当者への指導に取り組みます。 

 

(8) 糖尿病などの生活習慣病の重症化予防の取組の推進 
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糖尿病などの生活習慣病は、放置すると様々な合併症を引き起こし、患者のＱＯＬ

（生活の質）を著しく低下させるのみならず、医療費を増大させる要因となります。 

一方、生活習慣病は、適切な治療と生活習慣の改善により、進行を抑えることが可

能な病気です。 

このため、山口県版「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、糖尿病が重

症化するリスクが高い被保険者に対し、かかりつけ医と連携しながら、生活習慣改善

のための保健指導を実施するとともに、医療機関への未受診者に対する受診勧奨を行

うなど、保険者努力支援制度の評価項目も踏まえながら、生活習慣病の重症化予防の

取組を推進します。 

県は、市町が県版プログラムの取組を円滑に実施できるよう、山口県糖尿病対策推

進委員会や山口県医師会と連携し、市町の取組状況を共有するとともに、課題等につ

いて対応策の議論や助言を行うなどの支援を行います。 

 

(9) 高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進 

後期高齢者の自立した生活を実現し、健康寿命の延伸を図っていくためには、生活

習慣病等の重症化を予防する取組と、生活機能の低下を防止する取組の双方を一体的

に実施する必要があります。 

このため、低栄養や口腔・運動・認知機能の低下など、高齢者の特性に着目して、

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組を推進します。 

県は、山口県後期高齢者医療広域連合と市町が、高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施に取り組めるよう、県内の健康課題の俯瞰的把握、事業の評価、事例の横展

開などの支援を行います。 

 

(10) 歯・口腔の健康づくりの推進 

口腔の健康と全身の健康が深い関係を有することが広く指摘されており、歯・口腔

の健康の保持・増進を図ることは、健康で質の高い生活を営む上で大変重要です。 

また、これまでの8020運動により歯を残すのみならず、小児の口腔機能発達不全や

オーラルフレイル対策の重要性が指摘される中で、ライフコースを踏まえた口腔機能

の獲得・維持・向上への取組が必要です。 

このため、引き続き、歯科健診や、歯科保健指導や健康教室等による指導・啓発の

取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  - 39 -  

第７章 広域的及び効率的な運営の推進 

 

１ 現状 

現在、第三者行為の求償事務や国民健康保険事業報告書電算処理などの保険者共通の

事務について、山口県国民健康保険団体連合会において共同実施しており、広域的かつ

効率的に業務を行っています。 

    また、レセプト点検や海外療養費不正請求対策など、経験や専門的知見などを要する   

業務については、幅広い職務の間で定期的に人事異動がある各市町ではノウハウの蓄積

が困難であるため、山口県国民健康保険団体連合会において共同実施することにより、

効率的かつ効果的に業務を行っています。 

 

【保険者事務の共同実施に係る状況（令和４年度）】 

区 分 内 容 
実施(対象) 

市 町 数 

１ 保険者事務の共同実施 

 (1) 審査・支払いなど 

  診療報酬の審査・支払 19 

  訪問看護療養費の審査・支払 19 

  柔道整復施術療養費の審査・支払 19 

  福祉医療費の審査・支払 19 

  療養費の審査 19 

  出産育児一時金の医療機関への直接支払 19 

 (2) 電算共同処理など 

  被保険者資格の登録・異動処理 19 

  レセプトの資格給付確認・給付記録の補正など 19 

  高額療養費支給事務に係る資料作成 19 

  高額医療・高額介護合算事務の支援 19 

  保健施設活動に係る統計資料作成 19 

  事業状況報告書等の作成 19 

  レセプト電算処理システムの運用 19 

  レセプト管理システムの運用 19 

  療養費支給管理業務 19 

  柔道整復施術療養費支給申請書の画面管理 19 

 (3) その他 

  海外療養費不正請求対策業務 19 

  高額療養費支給勧奨通知作成業務 19 
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区 分 内 容 
実施(対象) 

市 町 数 

  福祉医療費の受給者資格確認 16 

  疾病分類別統計表の作成 19 

  特別調整交付金申請資料作成 19 

  高齢受給者証・限度額適用認定証などの様式の共同印刷 10 

  初任者研修会 19 

２ 医療費適正化の共同実施 

 医療費通知書の作成 18 

 レセプト点検業務共同事業 19 

 資格喪失後の受診による返還金の保険者間調整 19 

 第三者行為求償事務共同事業 19 

 第三者行為該当データの抽出 19 

 後発医薬品差額通知書の作成業務 18 

 後発医薬品希望カード・シールなどの共同印刷 10 

３ 収納対策の共同実施 

 徴収事務研修会 19 

 保険料(税)収納率向上対策広報宣伝事業 ※隔年実施 19 

４ 保健事業の共同実施 

 特定健康診査受診券の作成（データ提供含む） 19 

 特定保健指導利用券の作成 19 

 特定健診受診率向上に係る広報宣伝事業 ※隔年実施 19 

 
健康教育用機材などの貸出・提供 19 

国保保健事業研修会 19 

資料：令和５年度 山口県 医務保険課調査 

 

また、県においても特定健診の受診勧奨に係る広報や被保険者証の標準化（被保険者

証の色彩、更新時期、被保険者証と高齢受給者証との一体化など）等の事務について広

域化・効率化の観点から、共同実施をしています。 

 

２ 取組の方向 

(1) 基本的な考え方 

保険料水準の統一の取組に併せ、安定的な財政運営や事業の適正かつ効率的な実施

を確保する観点から、継続して、標準的、広域的及び効率的な運営に資する取組を推

進する必要があります。 

このため、引き続き、県と市町等で構成する山口県国民健康保険連携会議を活用し

て情報や課題を共有し、経費の節減、事務負担の軽減及び被保険者の利便性の向上に

資する取組を検討することとします。 

また、本方針で定めたことについては、各市町における実施状況を把握し、県全体
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の状況を評価した上で、継続的に改善が図られるよう取り組むことが重要になります。 

このため、指導・助言を通じて、各市町の取組の底上げを図るとともに、優良な事

例や先進的な取組の横展開を行います。 

 

(2) 高額療養費などの支給勧奨の標準化（再掲） 

高額療養費や高額介護合算療養費の支給対象となる世帯主に対する申請の勧奨につ

いては、被保険者の利便性を図る観点から、県内の全ての市町において実施するとと

もに、勧奨の頻度や勧奨の際に通知する内容などについて標準化を図ります。 

また、高額療養費の支給申請の簡素化については、実施市町における問題点等を検

証し、未実施市町における導入について検討することとします。 

 

(3) 保険料水準の統一に向けた標準化 

保険料水準の統一に関連する事務として、保険給付や一部負担金の減免基準等の標

準化に向けた市町との議論を進めていきます。 
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第８章 保健医療サービス施策などとの連携 

 

１ 取組の方向 

(1) 基本的な考え方 

県は、国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事

業運営において中心的な役割を担っています。このため、国民健康保険事業の実施に

ついて、県が定める他の計画との整合を図るとともに、保健・医療・福祉施策と連携

した取組を推進します。 

 

(2) 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた連携 

今後、ますます高齢化が進むと見込まれる中、高齢者が可能な限り住み慣れた地域

で安心していきいきと暮らせることを目指して、高齢者一人ひとりの状態やニーズに

応じて、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する体制（地

域包括ケアシステム）を深化・推進させていくことが求められています。 

国民健康保険の分野においては、2020(令和２)年４月に施行された医療保険制度の

適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律（令和元年法

律第９号）により、市町村における高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施が推

進されることになりました。 

県内市町においては、2023(令和５)年時点で14市町が一体的実施に取り組んでいる

ところですが、県では、山口県後期高齢者医療広域連合と連携し、全ての市町が一体

的実施に取り組み、その内容が充実するよう、指導助言等の機会を活用し、好事例の

横展開などの支援を行います。 

国民健康保険診療施設にあっては、医療サービスを提供するとともに、介護予防事

業や健康づくり事業などを積極的に実施し、保険事故を未然に防止し、医療に要する

費用の適正化に寄与するような取組を推進することとします。 

 

(3) 特定健康診査とがん検診事業などとの連携 

がん検診は、がんの早期発見の契機となる検診であり、早期に適切な治療を行うこ

とにより、がんによる死亡率を低下させることができるため、各市町の衛生部門にお

いて取り組んでいます。 

現在、既に各市町において、特定健康診査と各種がん検診が同時に受診できるよう

取り組んでおり、今後も内容の充実を図りながら取り組むこととします。 

また、その他の検診との連携についても、積極的に取り組み、被保険者の健康の保

持増進を図ります。 
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資  料 
 

 

○用語集 

 

○策定までの経緯 
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≪用語集≫ 

【あ行】 

 

医療給付費分 

被保険者の医療給付費などに充てられる費用についての保険料（税）。 

全ての被保険者が対象。 

 

医療費指数（年齢補正後） 

医療費の地域差を表す指標として、１人当たり医療費について、人口の年齢構成の相

違分を補正し、全国平均を１として指数化したもの。 

 

応益割 

保険料（税）のうち、一律に被保険者１人当たり（被保険者均等割）及び１世帯当た

り（世帯別平等割）で賦課されるもの。 

 

応能割 

保険料（税）のうち、所得など、被保険者の負担能力に応じて賦課されるもので、所

得割と資産割がある。 

 

オーラルフレイル 

滑舌低下や食べこぼし等の口のささいなトラブルを放置することで、口腔機能の低下

や障害が起こり、最終的には心身の機能低下に陥るという一連の現象及び過程のこと。 

 

【か行】 

 

海外療養費 

被保険者が海外渡航中に急な病気などで、やむを得ず現地で治療を受けた場合に、世

帯主からの支給申請に基づき保険給付を行うもの。 

 

介護納付金分 

介護保険の給付に充てるために介護保険者へ納付する介護納付金の支払いに必要な費

用に充てられる保険料（税）。 

40歳以上65歳未満の介護保険第２号被保険者が対象。 

 

ＱＯＬ 

quality of life（生活の質）の略称。 

 

繰上充用 

会計年度が経過した後に歳入が歳出に不足する場合に、地方自治法施行令第166条の２

の規定に基づき、翌年度の歳入を繰り上げて、その不足分を補填
てん

すること。 
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決算剰余金 

県国民健康保険特別会計の歳入歳出決算額の差額のこと。 

 

高額介護合算療養費（制度） 

医療保険と介護保険の一部負担金の合算額が高額な場合に、世帯主からの支給申請に

基づき保険給付を行い、自己負担を軽減する制度。 

 

高額療養費（制度） 

被保険者が受けた療養に関する一部負担金の額が自己負担限度額を超える場合などに、

世帯主からの支給申請に基づき保険給付を行い、自己負担を軽減する制度。 

 

後期高齢者 

高齢者のうち、75歳以上の人のこと。 

 

後期高齢者支援金分 

後期高齢者医療制度の医療給付費に充てるために後期高齢者医療の運営主体に納付す

る後期高齢者支援金の支払いに必要な費用に充てられる保険料（税）。 

全ての被保険者が対象。 

 

後発医薬品（ジェネリック医薬品） 

先発医薬品の特許期間終了後、先発医薬品と品質、有効性及び安全性が同等なものと

して、厚生労働大臣が製造販売の承認を行っている医薬品のこと。 

一般的に、後発医薬品の開発には、先発医薬品ほど期間がかからず、費用も少なくす

むため、先発医薬品と比較して、薬価が低くなる。 

 

高齢受給者証 

70歳以上75歳未満の被保険者に交付され、一部負担金の割合が示されている証票のこ

と。 

被保険者証に一部負担金の割合及び高齢受給者証を兼ねる旨を明記することで、被保

険者証と一体化することが可能となっている。 

 

国保情報集約システム 

被保険者の資格情報や給付情報を都道府県単位で管理し、同一都道府県内の市町村間

の情報連携などを支援するためのシステム。 

被保険者が同一都道府県内で住所異動した場合に、資格取得・喪失年月日を転出先の

市町村に提供する機能や、前住所地における高額療養費の多数回該当にかかる該当回数

を引き継ぐ機能などがある。 

 

国民皆保険 

全ての国民が公的な医療保険制度の対象となるようにされている仕組み。 
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国民健康保険事業費納付金 

2018(平成30)年改正後の国民健康保険法第75条の７の規定に基づき、国民健康保険保

険給付費等交付金の交付に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てる

ため、都道府県が市町村から徴収するもの。 

 

国民健康保険団体連合会 

国民健康保険の保険者が共同して、国民健康保険事業の円滑な推進に寄与するために、

国民健康保険法第83条の規定に基づき設立する公法人。 

 

【さ行】 

 

三方式 

所得割、被保険者均等割及び世帯別平等割の合算額で保険料（税）を算定する方式の

こと。 

 

資産割 

応能割の一つで、世帯に属する被保険者の固定資産税額に応じて算定される保険料（税）

のこと。 

 

収納対策緊急プラン 

厚生労働省通知に基づき、各保険者が策定することとされた保険料（税）の収納率の

確保・向上などの収納対策に関する計画。 

 

所得割 

応能割の一つで、世帯に属する被保険者の前年の総所得金額に応じて算定される保険

料（税）のこと。 

 

生活習慣病 

食事や運動・喫煙・飲酒・ストレスなどの生活習慣が深く関与し、発症の原因となる

疾患の総称。 

日本人の三大死因であるがん・脳血管疾患・心疾患、更に脳血管疾患や心疾患の危険

因子となる動脈硬化症・糖尿病・高血圧症・脂質異常症などはいずれも生活習慣病であ

るとされている。 

 

世帯別平等割 

応益割の一つで、世帯数に応じて算定される保険料（税）のこと。 

 

セルフメディケーション 

自分自身の健康に責任を持ち、軽度な身体の不調は自分で手当てすること。 
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前期高齢者 

高齢者のうち、65歳以上75歳未満の人のこと。 

 

前期高齢者交付金 

保険者間で前期高齢者が偏在することによる負担の不均衡を是正するため、国保・被

用者保険の各保険者が前期高齢者の加入率に応じて費用負担の調整を行う仕組み。当該 

加入率が全国平均を上回る保険者は前期高齢者交付金が交付される。 

 

【た行】 

 

第三者行為求償 

交通事故などの第三者の不法行為により生じた保険給付で、本来、その第三者が損害

賠償として負担すべき金額について、保険者（市町村）が、その第三者に支払いを求め

ること。 

 

多剤投与 

必要以上に多くの種類の薬の投与を受けていること。 

 

多数回該当 

過去１年間（診療月を含め直近12か月）に、同じ世帯で、高額療養費が支給された回

数が３回以上ある場合は、４回目からの自己負担限度額が軽減されること。 

 

短期被保険者証 

世帯主が保険料（税）を滞納している場合に交付される有効期間が短い被保険者証の

こと。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせることを目指して、

高齢者一人ひとりの状態やニーズに応じて、医療、介護、予防、住まい、生活支援サー

ビスを切れ目なく提供する体制。 

 

重複投与 

同じ時期に複数の医療機関を受診し、同一の成分の医薬品の投与を受けていること。 

 

データヘルス計画 

特定健康診査やレセプトなどから得られるデータの分析に基づいて、保健事業を効果

的・効率的に実施するための事業計画。 

 

糖尿病性腎症重症化予防プログラム 

糖尿病が重症化するリスクの高い医療機関の未受診者・受診中断者について、適切な 

受診勧奨、保健指導を行うことにより治療に結びつけるとともに、糖尿病性腎症等で
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通院する患者のうち、重症化するリスクの高い者に対して主治医の判断により保健指導

対象者を選定し、腎不全、人工透析への移行を防止することを目的とした保険者の標準

的な取組内容を示すもの。 

 

特定健康診査（特定健診） 

生活習慣病を引き起こすメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）を早期に発見

するため、公的医療保険の保険者が、加入者を対象として、腹囲、身長、体重、血圧及

び血液などの検査を行うこと。 

 

特定保健指導 

公的医療保険の保険者が、特定健康診査の結果に基づき、生活習慣病予防のため、健

康の保持に努める必要がある者に対して行う保健指導。 

特定健康診査で、腹囲やＢＭＩ（体重と身長の関係から肥満度を示す体格指数）など

から生活習慣病のリスクが高いと判断された者に対して指導を行う。 

 

【は行】 

 

バイオ後続品 

先行バイオ医薬品の特許が切れた後に、他の企業から販売される先行バイオ医薬品と

同等・同質の製品のこと。 

 

ハイリスクアプローチ 

疾病を発症するリスクの高い者に予防策を講じることによって、その発生防止等を目

指すこと。 

 

被保険者 

国民健康保険の加入者のこと。 

都道府県が市町村とともに運営する国民健康保険の場合、都道府県の区域内に住所を

有する者は、全て被保険者となるが、被用者保険や後期高齢者医療制度など他の医療保

険制度の加入者や生活保護を受けている世帯に属する者などは、対象にならない。 

 

被保険者均等割 

応益割の一つで、世帯に属する被保険者数に応じて算定される保険料（税）のこと。 

 

被保険者資格証明書 

災害などの特別な事情もなく保険料（税）を滞納している世帯に対し、被保険者証の

代わりに交付される証票のこと。 

この場合、医療機関の窓口で保険診療の費用全額（10割）を支払い、後日、支給申請

に基づき、一部負担金を除いた金額が特別療養費として給付されることになる。 

 

 

https://kotobank.jp/word/%E5%86%85%E8%87%93%E8%84%82%E8%82%AA%E7%97%87%E5%80%99%E7%BE%A4-587207
https://www.kango-roo.com/word/5889
https://www.kango-roo.com/word/10111
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ＰＤＣＡサイクル 

計画（Plan），実行（Do），評価（Check），改善（Action）という４段階の繰り返しによ

り、業務を継続的に改善する仕組み。 

 

被用者保険 

公的な医療保険制度のうち、事業主に雇用されている者を対象とするものの総称。 

 

賦課限度額 

１世帯に賦課する保険料（税）の上限額のこと。 

 

保健事業 

被保険者の健康の保持増進などのために保険者が行う事業。 

主なものとして、健康相談、健康診査、健康教育などがある。 

 

保健事業支援・評価委員会 

学識経験者や地域の関係者などで構成し、都道府県国民健康保険団体連合会に設置さ

れる委員会で、国民健康保険を運営する市町村の保健事業実施計画の策定の支援及びＰ

ＤＣＡサイクルに沿った保健事業の実施の支援を行うとともに、実施された保健事業の

評価を行う。 

 

保険者 

保険事業の運営主体のこと。 

国民健康保険の保険者は、2017(平成29)年度までは、市町村と国民健康保険組合であ

ったが、2018(平成30)年度からは、市町村とともに都道府県も保険者として、国民健康

保険を運営することになっている。 

 

ポピュレーションアプローチ 

集団全体に予防介入を行うことを通じて、その集団全体における疾病発症リスク等を

低下させること。 

 

ポリファーマシー 

多くの薬を服用することにより副作用などの有害事象を起こすこと。 

 

【ま行】 

 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群） 

内臓の周囲に脂肪がたまり、それに加えて高血糖・高血圧・高脂血・高コレステロー

ルの症状のいくつかを複数併せもつ状態のこと。 

放置すると、糖尿病・動脈硬化・心筋梗塞などを起こす。 

 

 

http://e-words.jp/w/%E5%AE%9F%E8%A1%8C.html
https://kotobank.jp/word/%E5%86%85%E8%87%93%E8%84%82%E8%82%AA%E7%97%87%E5%80%99%E7%BE%A4-587207
https://kotobank.jp/word/%E9%AB%98%E8%A1%80%E5%9C%A7-494962
https://kotobank.jp/word/%E3%82%B3%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%AB-66923
https://kotobank.jp/word/%E3%82%B3%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%AB-66923
https://kotobank.jp/word/%E7%B3%96%E5%B0%BF%E7%97%85-104006#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
https://kotobank.jp/word/%E5%8B%95%E8%84%88%E7%A1%AC%E5%8C%96%E7%97%87-104218#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
https://kotobank.jp/word/%E5%BF%83%E7%AD%8B%E6%A2%97%E5%A1%9E-81504#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
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【や行】 

 

やまぐち健康マイレージ事業 

健康無関心層への継続した健康づくりに取り組む仕組みづくりと意識の醸成を図るこ

とを目的に、行政や保険者、企業との連携により構築した事業で、平成27年度から実施。 

特定健診等の受診や運動などの健康行動を行うことでポイントが貯まり、一定ポイント

貯まると、協力店などでサービスを受けられるカードが交付される。 

 

山口県保険者協議会 

県内の各医療保険者が連携・協力して、医療費の分析、生活習慣病の予防や健康づく

り等の保健事業を行うための組織。平成17年10月に設立。 

 

【ら行】 

 

療養費 

やむを得ない事情のため、医療費の全額をいったん医療機関の窓口で支払った場合な

どに、世帯主からの支給申請に基づき、保険給付を行うもの。 

 

レセプト 

診療報酬明細書の通称で、保険医療機関などが保険者（市町村）に対して、診療報酬

の請求をする際に、診療内容の明細を示すために作成して添付する書類のこと。 
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≪策定までの経緯≫ 

日 付 内 容 

2023(令和５)年11月20日 
山口県国民健康保険運営協議会(第1回) 

[山口県国民健康保険運営方針(素案)の審議] 

2023(令和５)12月18日～ 

2024(令和６)年１月17日 

市町への意見聴取 

パブリック・コメント（県民意見の募集） 

2024(令和６)１月23日～ 

2024(令和６)年２月16日 

山口県国民健康保険運営協議会(第2回) 

[山口県国民健康保険運営方針(最終案) の審議] 

山口県国民健康保険運営方針について答申 

2024(令和６)年３月28日 策定・公表 

 

【参考 山口県国民健康保険運営協議会委員名簿（令和６年３月現在）】 

（区分毎に五十音順、敬称略） 
  

区 分 氏 名 所属団体及び役職等 備考 

被保険者代表 

池本 順子 
光市国民健康保険運営協議会 

被保険者代表委員 
 

服部 正美 
山陽小野田市国民健康保険運営協議会 

被保険者代表委員 
 

山田 まゆみ 
防府市国民健康保険運営協議会 

被保険者代表委員 
 

保険医又 は 

保険薬剤 師

代表 

上田 真三 
（公社）山口県歯科医師会 

常務理事 
 

沖中 芳彦 
（一社）山口県医師会 

副会長 
 

寺戸 功 
（一社）山口県薬剤師会 

副会長 
 

公益代表 

牛尾 裕子 
山口大学大学院医学系研究科 

大学院担当教授 
 

内田 充範 
山口県立大学 社会福祉学部 

教授 
※会長 

水津 久美子 
山口県立大学 看護栄養学部 

栄養学科 教授 
 

被用者保険等 

保険者代表 

尼田 剛 
全国健康保険協会山口支部 

支部長 
 

有田 英文 
健康保険組合連合会山口連合会 

(東ソー健康保険組合常務理事) 
 

 


